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I. 公共施設の現状と課題 

1. 公共施設更新問題とは、どのような問題か？ 

 「公共施設更新問題とは、どのようなことなのでしょうか？」 

一言で説明すると、昭和 30（1955）年代から 50（1975）年代にかけての    

高度経済成長期に、住民福祉の向上を目指して、短期間に急速に整備を進めてきた、

多くの公共施設が、今まさに、次々と建物の耐用年数、即ち、寿命を迎え、建て替え

の時期を迎えているということです。 

人間と同じように、建物にも寿命があり、その

寿命である建物の耐用年数は、約 50 年から 60

年と言われています。 

 日本中に力と勇気、そして希望を与えた、東京

オリンピックが昭和３９（1964）年に開催され、

その前後から、新幹線や首都高速、その他の公共

施設やインフラが急速に整備され、近代日本が発

展してきました。 

 このオリンピック開催の年から 50 年

目が、平成２６（2014）年です。習志野

市だけでなく、日本中の公共施設が、こ

れから次々に更新時期を迎えることにな

ります。  

 今後、多くの公共施設が老朽化し、耐

用年数を迎える中、厳しい財政状況のも

とで、公共投資額が厳しく削減されてい

る中で、どうやって建替えなどの更新、

再生を行っていけば良いのか？ 

 まさに、日本全体、そして習志野市の将来に向けた大変重要で、大きな課題です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

習志野市が取り組む 
公共施設再生計画について 

1963（昭和 38 年）  

習志野市庁舎  

1966（昭和 41 年） 

市民会館  
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 下のグラフは、日本全体の公共施設の整備状況を、平均的な姿をモデルとして示した

グラフです。 

 左側の山が今までの公共投資の山を表し、最近は公共投資が非常に少なくなっている

ことが分かります。しかし、公共施設・インフラというのはいずれ老朽化し、更新する

必要が出てくるために、単純に、耐用年数を迎えた時に同規模で更新しようとすると、

施設の耐用年数を経過した後に、同じ山が右側にスライドして、同規模の公共投資が必

要となってきます。今後 50 年の平均が 400 のやや下の横線で示してありますが、現

在の線より、はるかに多額の予算がないと更新ができないという事が分かります。これ

は国の状況をモデル化したグラフですが、多くの地方自治体で同じ状況になっています。 

 

 

2. 習志野市の現状は…… 

習志野市は、全国に先駆けて平成 20 年 3 月に、老朽化が進む、小・中学校、幼稚園・

保育所、公民館、図書館などの公共施設の現状を、ハード面とソフト面、即ち、建物の

老朽化や耐震化の状況、バリアフリーの対応状況、更には、維持管理コストや、運営の

ための人員体制や人件費、そして、利用状況などについて、多角的にその実態を明らか

にした「習志野市公共施設マネジメント白書」を作成し公表しました。 

 その当時（平成 20 年度末）の状況でも、建築後 30 年以上を経過する公共施設は、 

延べ床面積の割合で約 60％となっており、全国的にも老朽化が進んでいる実態が明ら

かになりました。 

この数値は、年々増加し、現在は、８0％近くまでになっています。 

 一般的に、鉄筋コンクリート造りの建築物の耐用年数は、約 50 年と言われており、

築後 30 年を経過する建物が８0％近い現状は、近い将来、多額の建替え費用が発生す

ることが予想され、早急に対策を考え、実行しなくてはなりません。 
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築年別建物延床面積の内訳（平成 24 年 10 月現在：対象外施設を除く） 

 

3. 公共施設建て替え費用の試算…… 

 習志野市が試算した結果では、次頁のグラフのとおり、平成 2６年度から平成  

５０年度までの、25 年間に必要となる公共施設の建替え、改修のための事業費は、

約９６５億円であり、平均すると毎年、約 3７億円の事業費（市民一人当たり    

約 2 万 3 千円）が必要になります。 

一方、過去の実績や、今後の習志野市の財政状況を分析すると、公共施設の建替

えなどに充てられる予算は、事業費ベースで、約 15 億円となりました。 

 即ち、このままでは、現在保有している公共施設、いわゆる、ハコものと言われ

る施設は、約 4０％しか改修、改築等ができないというものであり、残る６０％の

公共施設は、老朽化して使えなくなったら、そのままの状況で廃止しなくてはなら

ないという、大変厳しい試算結果となっています。 

4. 将来のまちづくりに向けた取り組み…… 

 そこで、習志野市では、この厳しい状況をどのように乗り越え、市民サービスを維

持していくかについて検討を進めています。 

 平成 23 年 3 月末には、専門家による第三者機関から「公共施設再生計画策定に

関する提言書」を提出していただき、平成 24 年 5 月には、提言書の内容を踏まえ

た、習志野市としての公共施設の老朽化対策についての考え方をまとめた「公共施設

再生計画基本方針」を公表しました。その中では、 

(1) 将来の人口推計や市民ニーズの変化、財政状況の予測を踏まえた保有総量の圧縮 

(2) 保有総量を圧縮しても、市民サービスの極端な低下を招かないための考え方とし

て、「施設重視から機能優先への転換と施設の多機能化・複合化の推進」 

(3) 総量圧縮に際しての優先順位の決定 
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市庁舎 保育所 幼稚園 こども園 こどもセンター 児童会

小学校 中学校 高等学校 教育施設等 青少年施設 生涯学習施設

公民館 図書館 市民会館 福祉・保健施設 スポーツ施設 勤労会館

消防施設 公園 市営住宅 その他

築29年以下 70,805㎡（22%）築30年～55年 253,869㎡（78%）

新耐震基準（1982年以降） 81,627㎡（25%）旧耐震基準（1981年以前） 243,047㎡（75%）
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(4) 計画的な維持保全による施設の長寿命化や財源確保等の取り組み 

(5) 公共施設の災害対策機能の強化    などの方針を掲げています。 

 そして、いよいよ、個別の公共施設についての建替え時期や統廃合を含めた実施計

画を、「公共施設再生計画」として、平成 2６年３月を目途に取りまとめることにな

っています。 

 このように、お金（財源）がない中で、公共施設の老朽化対策を実施することにつ

いては、どうしても、その困難性や大変さがクローズアップされてしまいます。 

 しかし、習志野市では、この取り組みをプラスに捉え、地域経済の活性化につなげ

ていきたいと考えています。 

公共施設再生計画対象施設の各年度更新コスト（平成 24 年度時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

対策「３本の矢」
公共施設をつくるのにかかる費用

過去 将来

人口増加に合わ
せて予算をかけ
て施設を整備し
てきました

施設整備は一段
落し、地方財政
は厳しくなった
こともあり予算
は減っています

①
建物数を減らす

施設が古くなり建替えなくてはなりませんが…

②
大事に長く使う

③
新しい財源を見
つけるか借金

96 

22 19 

28 

7 
11 12 

19 20 18 

59 

28 

41 

28 
32 

34 

55 
58 

49 
47 

32 

77 

71 

13 

33 

56 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

市庁舎・消防施設 保育所 幼稚園 こども園 児童会 こどもセンター

小学校 中学校 高等学校 教育施設等 生涯学習施設 青少年施設

公民館 図書館 市民会館 福祉保健施設 勤労会館 スポーツ施設

公園 市営住宅 その他 前後期平均 通期平均

（億円）

25年間で965億円が必要

毎年約37億円が必要

平成17年～21年の間に公共施設に投資した額

年間平均 約15億円

市民1人当たり
約2万3千円

対策① 総量圧縮…これからは人口減少社会。「量」から「質」へ。
対策② 長寿命化…計画的なメンテナンスを行う。
対策③ 財源確保…未利用地の貸付や売却。民間の力を借りる。次世代への負担

である借金はできるだけ避けたい。

注：2013 年の事業を消化していないので、全額を 2014 年に加算しています。 


